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空家等空家等空家等空家等対策の現状と課題について対策の現状と課題について対策の現状と課題について対策の現状と課題について    

1.1.1.1.統計調査統計調査統計調査統計調査等等等等によるによるによるによる現状現状現状現状        

統計調査等により、本市の現状について整理すると以下のとおりとなります。 

    

（（（（１１１１））））    赤穂市の人口赤穂市の人口赤穂市の人口赤穂市の人口        

  ■人口・世帯数の推移■人口・世帯数の推移■人口・世帯数の推移■人口・世帯数の推移        

赤穂市の総人口は、5 万人前後で推移していますが、平成 27 年には 48,402 人まで減少しまし

た。また、年齢三区分別人口を見ると、少子高齢化が進んでいることがわかります。またこれま

で増加傾向が続いていた世帯数は、平成 27 年では減少となっています。 

 

表：人口・世帯数 

 

（）内は総人口に対する年齢三区分別人口の割合 

 なお、総人口には年齢不詳は含まない。 

出典：各年国勢調査  

 

 

図：人口・世帯数の推移 

出典：各年国勢調査   
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地域別での人口の増減をみると、平成 12 年を 1.0 として比較すると、赤穂地区と御崎地区につい

てはほぼ同程度に推移していますが、その他の地区は減少傾向にあります。 

特に福浦地区は 68%に、有年地区は 82%に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年の地区別の年齢階層別構成比をみると、65 歳以上の高齢化率では、人口減少傾向が高

い福浦地区、有年地区で 65 歳以上の高齢化率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態調査と国勢調査等の地域区分は、 

以下のとおり異なります。 

実態調査の地域区分 

（自治会の区分に基づく） 

国勢調査等の地域区分 

（町丁目単位に基づく） 

赤穂地区 赤穂地区 

城西地区 

塩屋地区 塩屋地区 

西部地区 

福浦地区 

尾崎地区 尾崎地区 

御崎地区 御崎地区 

坂越地区 坂越地区 

高雄地区 高雄地区 

有年地区 有年地区 

 

図 地区別人口の推移 

出典：各年国勢調査 

図 地区別の年齢階層別構成比 

出典：平成 27 年国勢調査 
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  ■人口の■人口の■人口の■人口の将来展望将来展望将来展望将来展望    

「赤穂市人口ビジョン」において、市の人口の将来展望を示しています。 

「社人研推計」に基づく人口減少傾向に対し、出生率の上昇、定住人口の増加を図ることで、人

口減少に歯止めをかけることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：赤穂市人口ビジョン（平成 27 年度） 
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（２）（２）（２）（２）    住宅住宅住宅住宅・土地統計調査による・土地統計調査による・土地統計調査による・土地統計調査による空家率空家率空家率空家率            

住宅・土地統計調査によると、赤穂市の空家率は平成 20 年度までは増加傾向にあり、平成 25 年

には減少し 16.35％となりましたが、全国や兵庫県の空家率と比較すると、高い傾向にあります。 

   

表：空家率総数 

 

出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

 ※住宅・土地統計調査における「空家」とは、「賃貸用又は売却用の住宅」、「二次的住宅（別荘等）」、「そ

の他」に分類されており、本計画における「空家等」とは対象とする内容に違いがあります。また、調

査方法は抽出によるものであり、実際の値とは差異があります。  
 

図：空家率の推移 

  

H10年度 H15年度 H20年度 H25年度

住宅総数 50,246,000 53,890,900 57,586,000 60,628,600

空家総数 5,764,100 6,593,300 7,567,900 8,195,600

空家率 11.47% 12.23% 13.14% 13.52%

住宅総数 2,214,300 2,380,400 2,520,700 2,733,700

空家総数 299,100 313,600 336,200 356,500

空家率 13.51% 13.17% 13.34% 13.04%

住宅総数 18,730 19,410 21,430 21,840

空家総数 2,460 3,240 4,010 3,570

空家率 13.13% 16.69% 18.71% 16.35%
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２２２２    平成平成平成平成 28282828 年度赤穂市年度赤穂市年度赤穂市年度赤穂市空家等空家等空家等空家等実態調査実態調査実態調査実態調査    

 

（１）調査目的 

  市内全域の空家等に対し、現地調査を行い、空家等の件数や分布状況等を把握するとともに、空家

等の実態や今後の利活用の意向を把握するため、空家等と判定された建築物所有者に意向調査を行い

ました。 

 

（２）調査期間 

 ・調査対象地区：赤穂市内全域 

 ・調 査 期 間：平成 28 年 7 月 15 日～平成 29 年 2 月 28 日 

 ・調査対象建物：空家等と考えられるすべての建築物 

 

 

調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象建築物の把握 

資料収集・整理 

調査対象建築物一覧作成 

建築物の突合 

・平成 24 年度空家等実態調査 

・水道閉栓情報 

・水道未使用情報 

現地外観調査 

所有者の特定 

所有者意向調査 

空家等データベース作成 

計画準備 
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（３）現地外観調査 

１）調査方法１）調査方法１）調査方法１）調査方法    

①調査対象建築物の把握 

  平成 24 年度に各自治会の協力のもと実施した空家等実態調査結果（住宅が対象）、水道閉栓情報、

水道未使用情報を突合し、空家等と考えられる調査対象建築物を把握しました。 

調査対象建築物について、外観目視による現地調査を下記の調査項目により実施し、空家等の判定

を行いました。 

空家等判定調査項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②老朽度・危険度の判定・ランクづけ 

   現地調査において居住又は使用中でないと判断された場合、下記の兵庫県地域住宅政策協議会空

き家対策ガイドラインの判定基準に基づき建築物の老朽度・危険度の判定を行いました。 

 

外観目視による建築物の老朽化・危険度判定 
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２）調査結果２）調査結果２）調査結果２）調査結果    

 ①空家率及び老朽度・危険度の判定結果  

 外観目視による現地調査及び所有者等意向調査を実施し、地区別空家の状況を把握しました。

地区別空家件数及び空家率は以下のとおりです。 

 

表：地区別空家数量及び空家等率 

 

A B C D

赤穂 402 196 21 175
47

(18.7%)

56
(14.2%)

68
(12.4%)

4
(6.3%)

4,359 4.01%

城西 218 116 13 103
13

(5.2%)

52
(13.2%)

34
(6.2%)

4
(6.3%)

4,004 2.57%

塩屋 316 188 12 176
53

(21.0%)

48
(12.2%)

71
(13.0%)

4
(6.3%)

5,523 3.19%

西部 193 131 6 125
20

(7.9%)

33
(8.4%)

59
(10.8%)

13
(20.3%)

2,318 5.39%

尾崎 390 184 20 164
25

(9.9%)

61
(15.5%)

76
(13.9%)

2
(3.1%)

4,204 3.90%

御崎 253 158 14 144
13

(5.2%)

47
(11.9%)

73
(13.3%)

11
(17.2%)

2,439 5.90%

坂越 281 178 14 164
48

(19.0%)

45
(11.4%)

67
(12.2%)

4
(6.3%)

3,048 5.38%

高雄 115 80 2 78
16

(6.3%)

17
(4.3%)

42
(7.7%)

3
(4.7%)

2,054 3.80%

有年 222 131 2 129
17

(6.7%)

35
(8.9%)

58
(10.6%)

19
(29.7%)

2,957 4.36%

合計 2,390 1,362 104 1,258 252 394 548 64 30,906 4.07%

空家件数(b)

調査件数地区名
家屋件数

(a)

空家率等

(b/a)

外観調査

空家等件

数

空家等

でない

と回答
判定ランク

・現地調査で空家等と判定した 1,362 件のうち、所有者等意向調査で「空家等でない」と回答

があった 104 件を除く、1,258 件が市内の空家件数となりました。 

・空家率については、市全体では 4.07%となっており、特に御崎地区、西部地区（福浦）、 

坂越地区で 5%を超え、御崎地区、坂越地区については急傾斜地に空家等が集中する結果と

なりました。 

・これらの地区については、主に市街化調整区域であることや、道路が狭小のため建物の解

体・運搬の負担が大きいこと等が空家率に影響していると考えられます。 

・老朽度・危険度のランク判定では、全体の約半数がＣ判定以上（老朽化が著しい）という結

果となり、Ｄ判定（危険度が高く、緊急性が高い）では有年地区、西部地区、御崎地区で高

い値を示しています。 
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②建築条件別数量 

空家等の建築年と構造別の集計結果は以下のとおりです。建築年については、建築基準法の改正年

である 1981 年（昭和 56 年）を基準に分類し、構造については木造か非木造で分類しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・全地区において空家等が木造である割合が 80%を超えており、また旧耐震基準の割合も

高くなっています。 

・建築年不明の建築物には昭和 56 年以前のものも多いと推察され、旧耐震基準の建築物

は更に高い値を示していると考えられます。 
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図 地区別空家等分布図 
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（４）（４）（４）（４）所有者等意向調査所有者等意向調査所有者等意向調査所有者等意向調査    

          1)1)1)1)調査概要調査概要調査概要調査概要    

現地調査の結果、空家等と判定された 1,362 件の内、所有者情報が抽出できた 1,044 件に対

して、空家等の実態や今後の利活用の意向を把握、分析を行うためのアンケートを実施しまし

た。返信のあった 648 件の内、空家等として回答があったのは 544 件でした。 

・意向調査回収率：62.1％（配布数：1044 件、回収数：648 件）  

 

2)2)2)2)調査結果調査結果調査結果調査結果    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.0%

11.3%

7.7%

0.6%

5.9%

28.7%

20.1%

8.2%

1.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

家族・親族は常時居住・使用している
別宅として使用している

賃貸用であるが、現在は居住者がいない
売却用である（売却済み）
売却用である（未売却）
物置として使用している
まったく使用していない

その他
未回答

住宅の利用状況②建物の利用状況 

・「物置として利用している（28.7％）」、「全く利用していない（20.1％）」が上

位の回答であり、多くの空家等は日常的に利用されていないと考えられます。 

0.0%

0.3%

1.4%

4.3%

13.0%

27.3%

23.8%

18.1%

4.8%

7.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

10歳代以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代以上

未回答

所有者の年齢①所有者の年齢 

・所有者の年齢は、60 歳代以上が 74.0％となり、高齢世代の所有者が目立って

います。 

32.7%

8.3%

3.5%

20.8%

7.4%

15.4%

11.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

居住者が死亡したため

居住者が病院や福祉施設へ入院・入所したため

転勤などで長期不在のため

ほかの場所に住宅を新築または購入し転居したため

相続などで取得したが、居住者がいないため

その他

未回答

空家等となったきっかけは何ですか③空家等となったきっかけは何ですか 

・空家等となったきっかけは、「居住者が死亡したため（32.7％）」が最も多い

回答となっています。 

N 合計＝648 

N 合計＝648 

N 合計＝544 
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43.1%

25.3%

24.6%

4.9%

5.9%

23.6%

13.8%

14.4%

15.1%

9.6%

19.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

火事や空巣など防犯面が心配

管理費や修繕費用がかかる

荷物の処分

郵便物などの管理

近所からの苦情

除却すると固定資産税が上がる

売却・賃貸したいが相談先が分からない

売却・賃貸したいが出来ない

売却・賃貸したいが費用が捻出できない

その他

困っていることはない

空家を所有することで困っていること

33.1%

26.1%

15.4%

8.3%

2.9%

3.3%

10.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

現在でも住める状態である

多少の修繕を行えば住める状態である

老朽化が進み大規模改修が必要な状態である

老朽化が著しく住むことは不可能である

把握していない

その他

未回答

現在、空家等はどのような状態ですか

N 合計＝544 

⑤現在空家はどのような状態ですか 

・「現在でも住める」、「多少の修繕を行えば住める」が上位を占め、使用に問題

のない空家等が多いと考えられます。 

・空家等の維持管理については、所有者もしくは家族によって月 1～2 回程度

の維持管理が行われており、空家等への関心の高いことが伺われます 

・「ほとんどしていない」、「全くしていない」を合計すると 12.5％となってい

ます。 

・困っていることについては、「火事や防犯面が心配」が上位の回答となってお

り、家屋内の荷物が処分できていない状況が推察されます。 

・「管理費や修繕費用」、「固定資産税が上がる」など費用面に関する項目も目立

っています。 

④空家等を所有することで困っていることは何ですか 

11.9%

33.6%

29.8%

9.2%

3.3%

12.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

週に1～数回程度

月に1～数回程度

年に1～数回程度

ほとんどしていない

全くしていない

未回答

空家等の維持・管理頻度⑥空家等の維持・管理頻度 

71.5%

11.2%

1.7%

2.3%

1.0%

12.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

所有者もしくは家族

親族

近所の人または知人

管理会社や不動産業者へ委託

その他

未回答

管理者はどなたですか⑦空家等の管理者 

N 合計＝471 

※未回答者以外の回答者数（複数回答のため） 

N 合計＝544 

N 合計＝526 

※上問で「全くしていない」以外の場合のみ回答 
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33.2%

46.3%

14.9%

8.6%

9.9%

12.2%

2.9%

5.2%

7.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

売却は考慮しない

金額が折り合えば

近所の人や地域の人に購入してもらえるのならば

除却しなくてよければ金額は問わない

地域のために有効活用してもらえるのならば

荷物を処置できたら

利用者が地域行事や自治会に参加してくれるならば

相続による所有権の問題が解決すれば

その他

空家等を売却する場合、どのような条件をお求めですか

10.1%

5.1%

26.7%

9.6%

13.2%

3.7%

1.7%

6.1%

8.6%

5.0%

10.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

将来自分や家族または親族が居住するつもり
賃貸として利用したい

売却したい
これまで通り所有し将来は家族へ相続したい

解体・除却したい
別宅や別荘として週末等にだけ利用したい
地域やNPOなどに有効活用してもらいたい

何も考えていない
そのまま空家にしておく

その他
未回答

将来的に空家等をどのようにされていく予定ですか⑨将来的に空家等をどのようにされていく予定ですか 

55.2%

29.7%

27.6%

6.0%

6.0%

17.2%

15.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

建物の老朽化

定期的な建物の維持管理の手間

自宅から空家までの距離が遠い

どこに管理を頼んでよいか分からない

管理を委託するための費用が高い

管理するには体力的に厳しいものがある

その他

空家等の維持・管理で困っている事はありますか⑧建物の維持管理で困っていることはありますか 

・空家等の維持管理で困っていることについては、「建物の老朽化（55.2％）」

に次いで「定期的な維持管理の手間（29.7％）」、「自宅から空家までの距離が

遠い（27.6％）」と、空家等の管理の負担が大きいことがうかがえます。 

・空家等の将来の予定については、「売却（26.7％）」、「除却（13.2％）」が上位

を占める結果となり、「居住や所有したい」考えを上回る結果となりました。

また「賃貸としての利用（5.1％）」や「地域やＮＰＯなどの有効利用（1.7％）」

については低い結果となりました。 

N 合計＝435 

※未回答者以外の回答者数（複数回答のため） 

N 合計＝544 

N 合計＝443    
未回答者以外の回答者数（複数回答可の為） 

⑩空家等を売却する場合、どのような条件をお求めですか 

・売却する場合の条件については、「金額が折り合えば（46.3％）」が最も多数

を占めましたが「売却は考慮しない（33.2％）」にも意見が集まっています。 
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8.4%

20.8%

31.1%

50.3%

31.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

空家等への入居者に対する家賃補助制度

住まいの総合窓口（土地利用、耐震化、賃貸契約、リフォーム

等）の設置

空家等のリフォーム費用への助成制度

住宅情報提供体制の整備（売りたい、貸したい、買いたい、借

りたい人への情報提供）

その他

空家等の管理や活用に関してご要望があればお答えください⑬空家等の管理や活用に関する要望 

3.1%

25.9%

62.7%

8.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

内容まで知っている

名前は聞いたことがある

知らない

未回答

赤穂市空家情報バンクをご存知ですか⑪赤穂市空家情報バンクをご存じですか 

11.4%

46.3%

32.0%

10.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

利用したい

利用は検討するが利用するかはわからない

利用しない

未回答

赤穂市空家情報バンクを利用したいですか⑫赤穂市空家情報バンクを利用したいですか 

・赤穂市空家情報バンクについては、「知らない（62.7％）」との回答が多数を

占める結果となりました。 

・赤穂市空家情報バンクの利用意向については、「利用検討するが利用するか

どうかはわからない（46.3％）」が多数を占めました。 

・空家等の管理や活用に関する要望については、「住宅情報提供体制の整備

（50.3％）」が多数を占め、次いで「空家等のリフォーム費用への助成制度

（31.1％）」の順となりました。 

（ ）内は、回答者数（Ｎ）を示す。 

図：空家等所有者アンケートの主な結果 
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３３３３....空家等に対する課題空家等に対する課題空家等に対する課題空家等に対する課題    

本市の現状より、課題を整理すると下記のとおりとなります。 

 

(1)(1)(1)(1)新たな空家等の発生新たな空家等の発生新たな空家等の発生新たな空家等の発生    

 ・住宅・土地統計調査をみると、赤穂市の空家率（Ｈ25：16.35％）は、全国や兵庫県の値より高

くなっています。 

 ・所有者等意向調査結果によると、空家等となったきかっけは、「居住者の死亡（32.7％）」が多

数回答となっています。また所有者の年齢は 60 歳代以上が大半であり、今後所有者の急速な高

齢化の進行を踏まえると、さらに空家等の増加が予想されます。 

 ・現存する空家等に対して適切に対応するとともに、これ以上空家等を増やさない、発生予防の

ための取り組みが必要となります。 

 

(2)(2)(2)(2)流通・活用流通・活用流通・活用流通・活用    

 ・空家等の期間が長期化するほど建築物の老朽化が進むため、活用を早期にはかる必要がありま

す。 

・空家等の今後の予定については「売却」や「除却」を意向する回答が多くなっています。流通

や活用が可能な空家等についてはその実現を支援する取り組みが必要となります。 

 ・空家情報バンクに対する認知度は低く、また利用意向についてもわからない、とする意見が多

数となりました。今後の要望については、「住宅情報提供体制の整備」を挙げる意見が多く、流

通・活用の促進に向け、情報提供や相談窓口の体制を整備するとともに、所有者への啓発を図

る必要があります。 

・「赤穂市人口ビジョン」の本市における人口の将来展望に対応した「赤穂市総合戦略」に基づ

き、定住推進や地域活性化等を目的とした空家等の流通・活用を推進する必要があります。 

   

(3)(3)(3)(3)所有者等による適切な管理所有者等による適切な管理所有者等による適切な管理所有者等による適切な管理    

・維持管理の頻度は、大半は月 1 回～数回程度で行われており、所有者もしくは家族によって、

管理が行われていることがうかがえます。しかし、維持管理の課題として建物の老朽化を挙げ

る意見も多く、所有者の高齢化に伴い、維持管理の負担が増大することが懸念されます。 

・空家等の維持・管理頻度については「ほとんど行っていない（9.2％）」、「まったく行っていな

い（3.3％）」との回答もあり、また老朽度・危険度の判定では、半数以上がＣ判定以上（老朽

化が著しい）という結果となっており、老朽化の進行を防ぎ、市民の生活環境に深刻な影響を

及ぼす特定空家等とならないよう所有者等による適切な管理の促進が必要となります。 
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    (4(4(4(4))))特定空家に対する措置特定空家に対する措置特定空家に対する措置特定空家に対する措置    

 ・空家等実態調査によると、兵庫県地域住宅政策協議会が策定した空き家対策ガイドラインの老朽

度・危険度判定基準に基づき判定した結果、市内全域で 1,258 件ある空家のうち、Ｄ判定（解体

が必要と思われる）が 64 件、Ｃ判定以上（老朽化が著しい）548 件と全体の約半数を占める結果

となりました。 

 ・適切な管理が行われていない空家等については、倒壊や火災発生の恐れや景観・衛生環境の悪化

等、市民の生活に深刻な影響を及ぼす恐れがあるため、法に基づく実効性のある改善指導等を行

い、市民の安全・安心を確保することが必要となります。 

    

  

 


